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議案番号 件   名 

報告１０ 
専決処分事項の報告について（平成２９年度豊明市一般会計補正
予算（第７号）） 

議案７６ 
工事請負契約の変更について（国庫補助事業 ホール客席天井等
改修工事） 

議案７７ 豊明市文化会館の指定管理者の指定について 

議案７８ 市道の路線認定について 

議案７９ 豊明市教育支援センター設置条例の制定について 

議案８０ 豊明市手数料徴収条例の一部改正について 

議案８１ 豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部改正について 

議案８２ 尾三消防組合への加入について 

議案８３ 平成２９年度豊明市一般会計補正予算（第８号）について 

議案８４ 
平成２９年度豊明市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）に
ついて 

議案８５ 
平成２９年度豊明市下水道事業特別会計補正予算（第１号）につ
いて 

議案８６ 
平成２９年度豊明市介護保険特別会計補正予算（第２号）につい
て 

 























議案第７６号 

 

工事請負契約の変更について 

 下記のとおり工事請負契約を変更するものとする。 

 

  平成２９年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 工 事 名   国庫補助事業 ホール客席天井等改修工事  

２ 工 事 場 所   豊明市西川町広原地内 

３ 工 事 の 概 要   鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 地上４階建  

大ホール客席特定天井改修 ６５０平方メートル  

           小ホール客席特定天井改修 ２３０平方メートル  

           大ホール、小ホール屋根防水改修  

 ２，６８７平方メートル 

４ 請負契約金額   変更前 ２３３，２８０，０００円  

           変更後 ２４６，５４５，６４０円 

５ 請 負 契 約 者   豊明市西川町笹原２番地２７ 

           株式会社都市建設  

           代表取締役 上原 光志 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、国庫補助事業ホール客席天井等改修工事の設計変更

に伴い、工事請負契約を変更するため必要があるからである。  



議案第７７号 

 

      豊明市文化会館の指定管理者の指定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定に基づ

き、指定管理者の指定について、次のとおり議会の議決を求める。 

 

  平成２９年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称 

  豊明市文化会館  

２ 指定管理者となる団体  

  名古屋市東区泉一丁目２１番１０号  

愛知県舞台運営事業協同組合  

理事長 児玉 道久 

３ 指定の期間  

  平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで  

 

   説 明 

 この案を提出するのは、豊明市文化会館を管理する指定管理者を指定するた

め必要があるからである。  



議案第７８号 

 

   市道の路線認定について 

 道路法第８条第２項の規定に基づき、市道の路線を下記のとおり認定するも

のとする。 

 

  平成２９年１１月２９日提出 

                

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

路線番号 路線名 
起       点 

終       点 
摘 要 

３４２４ 栄３３３号 
豊明市栄町南下原１２番３地先 

豊明市栄町南下原１３番４地先 
附図 

 

説 明 

この案を提出するのは、市道として管理するために、新たに市道認定する必

要があるからである。 

 



 

　3424　　
　栄333号　　

附図



議案第７９号 

 

豊明市教育支援センター設置条例の制定について  

 豊明市教育支援センター設置条例を別添のように定めるものとする。  

 

平成２９年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

 この案を提出するのは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第３０条

の規定に基づき、豊明市教育支援センターの設置及び管理について必要な事項

を定める必要があるからである。  



豊明市教育支援センター設置条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年

法律第１６２号）第３０条の規定に基づき、何らかの心理的、情緒的、身体

的、あるいは社会的要因・背景により、登校しないあるいはしたくともでき

ない状況にある児童生徒の自主性及び社会性の育成を図り、学校への復帰を

支援するとともに、児童生徒、保護者等への教育相談を行うために、豊明市

教育支援センター（以下「教育支援センター」という。）の設置及び管理に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

（名称及び位置） 

第２条 教育支援センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

豊明市北部教育支援センター 豊明市沓掛町勅使１番地１ 

豊明市南部教育支援センター 豊明市栄町上姥子３番地２１３ 

 （管理） 

第３条 教育支援センターは、豊明市教育委員会において管理する。 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定め

る。 

附 則 

この条例は、豊明市南部教育支援センターの開設日から施行する。 



議案第８０号 

 

豊明市手数料徴収条例の一部改正について 

豊明市手数料徴収条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとす

る。 

 

平成２９年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典 

 

説 明 

この案を提出するのは、介護サービス事業所の指定及び更新に係る申請に対

する手数料を徴収することに伴い、豊明市手数料徴収条例の一部を改正する必

要があるからである。 



豊明市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 

豊明市手数料徴収条例（平成１２年豊明市条例第６号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条第１項中第３７号を第３８号とし、第３６号の次に次の１号を加える。 

 （３７） 介護サービス事業所の指定事務手数料 別表第７に定める額 

別表第６の次に次の１表を加える。 

別表第７（第２条関係） 

事務の種類 区分 手数料 

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第７８条の２第１項の規定に基

づく指定地域密着型サービス事業者

の指定の申請（事業所の所在地が市

外の場合を除く。） 

指定申請 ３０，０００円 

介護保険法第７８条の１２において

準用する同法第７０条の２第１項の

規定に基づく指定地域密着型サービ

ス事業者の指定の更新の申請（事業

所の所在地が市外の場合を除く。） 

指定更新申請 １０，０００円 

介護保険法第７９条第１項の規定に

基づく指定居宅介護支援事業者の指

定の申請 

指定申請 ３０，０００円 

介護保険法第７９条の２第１項の規

定に基づく指定居宅介護支援事業者

の指定の更新の申請 

指定更新申請 １０，０００円 

介護保険法第１１５条の１２第１項

の規定に基づく指定地域密着型介護

予防サービス事業者の指定の申請

（同一の事業所において一体的に同

指定申請 ３０，０００円 



種の指定地域密着型サービス事業者

の指定が同時に行われた場合及び事

業所の所在地が市外の場合を除く。） 

介護保険法第１１５条の２１におい

て準用する同法第７０条の２第１項

の規定に基づく指定地域密着型介護

予防サービス事業者の指定の更新の

申請（同一の事業所において一体的

に同種の指定地域密着型サービス事

業者の指定の更新の申請が同時に行

われた場合及び事業所の所在地が市

外の場合を除く。） 

指定更新申請 １０，０００円 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 



議案第８１号 

 

豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部改正について 

豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部を改正する条例を別添のように

定めるものとする。 

 

平成２９年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典 

 

説 明 

この案を提出するのは、所得税法の一部改正に伴い必要があるからである。 



豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部を改正する条例 

 

豊明市母子・父子家庭医療費支給条例（昭和５３年豊明市条例第３２号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第２項第１号中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める。 

附 則 

この条例は、平成３０年１月１日から施行する。 

 



議案第８２号 

 

   尾三消防組合への加入について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定に基づき、

消防（非常備消防及び消防水利は除く。）に関する事務を共同処理するため、

平成３０年４月１日から、別紙の規約により、尾三消防組合に加入するものと

する。 

 

  平成２９年１１月２９日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典       

 

   説 明 

 この案を提出するのは、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３１条

の規定に基づき、豊明市の消防（非常備消防及び消防水利は除く。）に関する

事務を共同して処理するために、尾三消防組合に加入するため必要があるから

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



尾三消防組合規約 

昭和４６年１２月１日 

許可 

（組合の名称） 

第１条 この組合は、尾三消防組合（以下「組合」という。）という。 

（組合を組織する地方公共団体） 

第２条 組合は、豊明市、日進市、みよし市、長久手市及び愛知郡東郷町（以

下「組合市町」という。）をもって組織する。 

（共同処理する事務） 

第３条 組合は、次に掲げる事務を共同処理する。 

（１） 消防に関する事務（消防団及び消防水利に関する事務は除く。） 

（２） 愛知県事務処理特例条例（平成１１年愛知県条例第５５号）の規定 

により、組合市町が処理することとされた事務のうち、次に掲げる事 

務 

ア 火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）に基づく事務 

イ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２ 

年法律第１４９号）に基づく事務 

（事務所の位置） 

第４条 組合の事務所は、愛知県愛知郡東郷町大字諸輪字曙１８番地に置く。 

（議会の組織及び議員の選挙の方法） 

第５条 組合の議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は１５人とし、

その選出区分は、組合市町ごとに３人とする。 

２ 組合議員は、組合市町の議会においてその議会の議員の中から選挙する。 

３ 組合議員に欠員を生じたときは、その欠員を生じた組合市町の議会は直ち

に補欠選挙を行わなければならない。 

４ 前２項の選挙が終わったときは、組合市町の長は直ちにその結果を組合の

管理者に通知しなければならない。 

（議員の任期） 

第６条 組合議員の任期は、２年とする。ただし、組合市町の議会の議員の職

を失ったときは、同時にその職を失う。 



２ 補欠議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（執行機関の組織及び選任の方法） 

第７条 組合に、管理者１人、副管理者４人及び会計管理者１人を置く。 

２ 管理者及び副管理者は、組合市町の長の互選による。 

３ 会計管理者は、管理者が任命する。 

４ 第１項に定める者を除くほか、組合に吏員その他の職員（以下「職員」と

いう。）を置き、その定数は、条例で定める。  

５ 前項の職員のうち、消防長は管理者が任命し、消防長以外の職員は、管理

者の承認を得て消防長が任命する。 

（執行機関の任期） 

第８条 管理者及び副管理者の任期は、組合市町の長の任期による。 

２ 管理者が組合市町の長の職を失ったときは、前項の規定にかかわらず同時

にその職を失う。副管理者についても同様とする。 

（監査委員） 

第９条 組合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、管理者が、組合議会の同意を得て、人格が高潔で、財務管理

その他行政運営に関し優れた識見を有する者（以下「識見を有する者」とい

う。）のうちから１人及び組合議員のうちから１人を選任する。  

（監査委員の任期） 

第１０条 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっ

ては４年とし、組合議員のうちから選任される者にあっては、組合議員の任

期による。ただし、後任者が選任されるまでの間は、その職務を行うことを

妨げない。 

（経費支弁の方法） 

第１１条 組合の経費は、分担金、使用料、手数料及びその他の収入をもって

支弁する。 

２ 前項の分担金は、次に定める基準に従い、別途定める割合で算出した額の

合計額により組合市町が負担する。 

（１） 組合市町均等割 

（２） 組合市町のそれぞれの前年の１０月１日現在における面積割 



（３） 組合市町のそれぞれの救急件数割（過去３か年分） 

（４） 組合市町のそれぞれの前年度の消防費に係る基準財政需要額割 

３ 前項の分担金の総額は、毎年度、組合議会の議決で定める。 

附 則 

この規約は、知事の許可のあった日から施行する。 

附 則（昭和４８年指令地第１１―１４号） 

この規約は、愛知県知事の許可のあった日から施行する。 

附 則（昭和５０年指令地第１２―６号） 

（施行期日） 

１ この規約は、愛知県知事の許可のあった日から施行する。 

（経過規定） 

２ 昭和５０年度の組合経費の分担金は、改正後の規約第１１条第２項の規定

にかかわらず、次の各号に定めるところにより算出した額の合算額により組

合町が負担する。 

 （１） 分担金の総額の１００分の２０の額を組合町均等の割合で算出した 

    額 

（２） 分担金の総額の１００分の１５の額を組合町の前年度の法人税割額

にかかる基準財政収入額の割合で算出した額 

（３） 分担金の総額の１００分の６５の額を組合町の前年度の消防費にか

かる基準財政需要額の割合で算出した額 

附 則（昭和５１年指令地第１２―５号） 

１ この規約は、愛知県知事の許可のあった日から施行する。 

２ 改正前の規約第５条第２項第１号の規定により選出された組合議員は、こ

の規約の施行の日にその職を失う。 

附 則（昭和６２年令豊総第１９６号） 

この規約は、愛知県知事の許可のあった日から施行する。 

附 則（平成４年令豊行第９２６号） 

１ この規約は、愛知県知事の許可のあった日から施行する。 

２ この規約の施行の際現に在職する監査委員は、その任期が満了するまでの

間、変更後の尾三消防組合規約第９条第２項の規定により選任された監査委



員とみなす。 

附 則（平成６年令豊行第６３４号） 

この規約は、愛知県知事の許可のあった日から施行する。 

附 則（平成１９年１８豊行第８４４号） 

この規約は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年２１市第１３６１号） 

この規約は、平成２２年１月４日から施行する。 

附 則 

この規約は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成２４年７月９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規約による変更後の尾三消防組合規約第１１条の規定は、平成２５年

度以後の年度分の組合市町の負担について適用し、平成２４年度分までの組

合市町の負担については、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年規約第１号） 

この規約は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第５条及び第６条

の改正規定は、平成２７年４月３０日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、附則第５項の規

定については、愛知県知事の許可のあった日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規約の施行の際現に組合の議会の議員である者（以下「施行時組合議

員」という。）の任期については、この規約による改正後の尾三消防組合規約

（以下「改正後の規約」という。）第６条の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 

３ 前項の規定により、その任期がなお従前の例によることとされる施行時組

合議員が在職する場合における改正後の規約第５条第１項及び第３項の規定



の適用については、同条第１項の規定中「１５人」とあるのは「１８人」と、

「組合市町ごとに３人」とあるのは「日進市、みよし市及び愛知郡東郷町に

あっては４人、豊明市及び長久手市にあっては３人」と、同条第３項中「組

合議員に欠員を生じた」とあるのは「それぞれの組合市町から選出された組

合議員の数が３人を下回った」と、「その欠員を生じた組合市町の議会は」と

あるのは「その組合議員の数が３人を下回った組合市町の議会は組合議員の

数が３人に達するまでの組合議員について」と読み替えるものとする。 

４ 平成３０年度から平成３２年度までの豊明市、日進市、みよし市、長久手

市及び愛知郡東郷町（以下「組合市町」という。）の分担金の額は、改正後の

規約第１１条第２項の規定にかかわらず、平成２８年度の組合市町のそれぞ

れの常備消防の決算額（公債費を除く経常経費）の割合で算出した額とする。 

５ 改正後の規約の施行のために必要な行為は、施行日前においても行うこと

ができる。 
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